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技術ナレッジのグローバル共有化の仕組み構築と活用
赤松 康至

　オムロンのファクトリーオートメーション事業では、顧客における製造現場課題に、グローバルに展開するエン
ジニアが技術的なソリューションを提供し、効果的な解決策を実現することで、顧客への価値提供の向上を行って
いる。さらなる加速のため、これまで個々のエンジニアあるいは各担当拠点に留まっていた技術ナレッジをグロー
バルに共有、活用するシステムを構築した。
　技術ナレッジにおいては、技術開発、実証実験、操作マニュアルなどエンジニアの活動成果物を蓄積する文書と
することで、エンジニアの作業負担を軽減し、蓄積件数の増加に繋げることができた。グローバルな共有システム
においては、利用者が輸出管理などの技術の取り扱いを気にすることなく、参照可能な範囲における技術ナレッジ
を自由に活用できる利便性を実現した。この仕組み、および順調な技術ナレッジ増加による充実した情報共有に
よって拠点間の技術ナレッジアクセス件数がリリース初月比 2.8 倍にまで増加した。そしてこれらの相乗効果によ
り、システムリリースから 2年経過して、技術ナレッジを活用した顧客導入事例がリリース初月比 3.0 倍増となり、
顧客課題の解決およびオムロンのファクトリーオートメーション事業に貢献している。

Establishment and Utilization of Technological 
Knowledge Global Sharing System
AKAMATSU Yasuyuki

In OMRON’s factory automation business, engineers around the world provide effective technical solutions to 
address customer manufacturing issues, in order to bring more value to customers. For further acceleration, we 
have built a system to formalize the technical know-how and to share and to utilize globally, which beforehand, 
has remained within individual engineers or within each region. We setup and classified technological knowledge 
as the outcome of engineers’ activities, such as technology developments, feasibility studies, verifications, and 
operational manuals, in order to lessen the burden of engineers and lead to continuous increase of technological 
accumulation. As for the global sharing system, we developed a mechanism for users to access technological 
knowledge that they can freely utilize, without the worry of handling of technologies such as export control. The 
number of technological knowledge accesses between regions increased 2.8 times from the first month of release 
due to this mechanism and the extensive information sharing through the steady increase in technological 
knowledge. Furthermore, as the results above, two years after the system release, customer deployment cases have 
increased 3.0 times from the initial month of release, which reflects the contribution to customer issue resolutions 
and OMRON’s factory automation business.

1.	 まえがき
　近年、製造業においては、消費者ニーズの多様化、カー
ボンニュートラル、少子高齢化による労働力不足などの社
会的要請や課題に対応しつつ持続的な生産性向上、品質向
上を図っている。これらの製造現場の課題に対し、オムロ
ンのインダストリアルオートメーションビジネスカンパ

ニーでは、20 万点以上の幅広い品揃えをテコに、顧客
個々の製造現場課題を解決する技術ソリューションを提供
している。具体的には、センサ、PLC、ドライブ、ロボッ
トなど幅広い製品と制御、AI、IoT などの技術を擦り合わ
せ、顧客製造現場にロケーションが近いグローバル6拠点
（日本、中国、韓国、アジアパシフィック、アメリカ、
ヨーロッパ）に展開するエンジニアが業界や品目特有の課
題、あるいは製造工程、装置などにおけるタクトタイム向
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上、検査性能向上などの課題へのソリューションを個々の
顧客に提供している1）。
　そして、このソリューション提供の質、量、スピードを
グローバルで加速することで、顧客課題の解決およびオム
ロンのファクトリーオートメーション事業の拡大を目指し
ている。

1.1	 技術ナレッジの定義
　ナレッジ（knowledge）とは、Merriam-Webster2）辞書に
よると次のとおり定義されている。

（1）The fact or condition of knowing something with famil-
iarity gained through experience or association

（2）Acquaintance with or understanding of a science, art, or 
technique

これを直訳すると、

（1）経験や関連を通じて得られた親しみのある物事を知
る事実や条件

（2）科学、芸術、または技術に関する知識または理解

となる。
　上記辞書の定義に沿い、本論文では技術ナレッジを「技
術を使った経験を通じて獲得した知識や理解」で、同様な
知識・スキルを有する他者にも展開可能な形式に文書化さ
れたものとする。

2.	 課題
　顧客の製造現場課題へのソリューションには、制御、
モーション、画像処理、AI、ロボティクスなど高度な技術
を用いたアルゴリズム、商品あるいは複数商品を組合わせ
た利用技術を必要とする。これら技術ナレッジを各拠点に
展開するエンジニア間で共有することで、二重開発を防
ぎ、豊富な知見を得ることでソリューション提供の質およ
び効率向上が可能となる。技術ナレッジをグローバルに展
開し、エンジニア間で共有する上での課題および対策方針
は表 1の通りである。

表 1　課題と対策方針

課題 説明 対策方針
①エンジニ

アが保有
する技術
知識およ
びスキル
の形式知
化

これまで技術
ナ レ ッ ジ は
個々のエンジ
ニアや拠点内
に留まってお
りどのような
形式や内容で
言語化するか
の明確化が必
要

技術ナレッジを登録する
ユーザにとって負担が少な
い、役割と活動に応じた形
式で体系化すること

② 技 術 ナ
レッジの
グローバ
ル共有の
仕組み作
り

グローバルに
在籍するエン
ジニア間で技
術ナレッジを
格納し共有す
る情報システ
ムの構築と運
用が必要

・ 上記課題①に対応したシ
ステム構成および機能を
実現すること

・ 知的財産権、輸出管理な
ど地域・国によって法令
が異なることから技術ナ
レッジの所有、管理は各
拠点に帰属すること

・ ユ ー ザ の 利 便 性 か ら、
ユーザ側でコンプライア
ンス対応の負担なく、拠
点内外の共有を意識する
ことなくシステムから一
元的に技術ナレッジを利
用できること

　以降に課題①および②における対策、特に対策難易度の
高い②の課題について詳細に述べる。

3.	 対応策

3.1	 エンジニアが保有する技術知識の形式知化
　これまで複数の拠点で技術ナレッジ化の取組みを実施し
ており、それらの方法を集約して形式知化を進めた。
　各拠点には、概ね2種類の役割を持つエンジニアが在籍
している。ひとつは技術を活用し顧客の製造現場にソ
リューションを提供する役割のエンジニアで、これを FE
（Field Engineer）と呼ぶ。もうひとつは技術を保有、開発
あるいは FE を技術的な後方支援する役割のエンジニアで
これを AE（Application Engineer）と呼ぶ。
　技術ナレッジの形式知化には、基本的に上記エンジニア
の役割や活動に即した観点で体系化を行い、彼らの業務活
動結果を技術ナレッジとして文書化できるようにした。具
体的には表 2の通りである。
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表 2　形式知化する技術ナレッジの種類

技術ナレッジの種別 具体的な技術ナレッジ

技術開発、技術支援に
関連する技術ナレッジ

（主に AE の役割）

技術概要説明

トレーニング資料

プログラム取り扱い説明書

サンプルプログラム

技術提案書のひな型

利用ノウハウ・手順・注意事項

技 術 活 用、ソ リ ュー
ション提供に関連する
技 術 ナ レ ッ ジ（主 に
FE の役割）

実証実験結果

導入結果・事例

利用ノウハウ・手順・注意事項

　さらには運用上の対応として上記種別や内容をエンジニ
アへガイドとして示し、通常業務において、エンジニアの
負担が少なく技術ナレッジを作成し共有できるようにし
た。また、技術ナレッジのうち、技術概要説明や導入事例
結果など共通性が高く、ユーザへ積極的に活用を促進する
技術ナレッジ項目は、テンプレート化して同じレベルの記
載が容易に作成できるようにした。

3.2	 技術ナレッジのグローバル共有の仕組み

3.2.1	 システム構成
　システムプラットフォームはオムロン標準 IT インフラ
である Microsoft Office365、SharePoint Online3）とすること
により、ライブラリ・データリスト構築の効率化、情報セ
キュリティの一定の担保、全ユーザアカウント利用可能な
どシステム開発上のメリットを活かした。
　拠点個別による技術ナレッジ管理を反映させるため、拠
点毎に分離した別サイトコレクションとして構成し、技術
ナレッジの実体（ファイル、フォルダやこれらに付帯の作
成者、作成日、技術種別などのプロパティ情報）はこれら
拠点用のサイトに、拠点内に限定した技術ナレッジと、当
該拠点発信の全拠点共有可能な技術ナレッジを格納するこ
ととした。ホームサイトはポータルの位置づけであり新着
情報の案内やシステム管理者からのお知らせ、利用マニュ
アル掲載に留めている。全体構成については、図1の通り
である。また各拠点のサイトには技術ナレッジに即した
Software, Trainings, Technical Notes, Feasibility Studies, 
Success Stories などライブラリを整備し、文書化したもの
を格納しやすくした。
　この構成によりシステムとして各拠点による管理区分を
明確化した。システム全体とホームサイトは主管である技
術開発本部が担当することとした。さらに各拠点において
は拠点代表者を選出し、自拠点の管理および活用推進を担
当する体制を構築した。これにより拠点における技術ナ

レッジ管理、ユーザ管理、拠点特有の活用方法を柔軟かつ
容易にできるようにした。

図 1　グローバル技術ナレッジシステム構成

3.2.2	 技術ナレッジの公開範囲
　技術ナレッジは拠点横断的に共有し活用されることが望
ましい。一方課題の章で述べた通り、技術特性により知的
財産、輸出管理などの観点から公開範囲を限定せざる得な
いものもあり、その範囲設定は技術ナレッジを掲載する拠
点の判断によるものとなる。さらには利便性の観点から
は、ユーザが参照できるものは公開範囲やコンプライアン
ス対応などを意識せずに活用可能であることが望ましい。
　これらに対応するため、個々の技術ナレッジに公開範囲
プロパティを付与し、その設定された公開範囲に従って参
照を制御する機能を実現した。技術ナレッジをシステムに
格納する際に公開範囲を設定、および公開範囲に応じた参
照のメカニズムは以下の通りである。

公開範囲の登録メカニズム
（1）事前のシステム設定

･各拠点のサイトに、“ローカル AE”、“ローカル FE”、
“他拠点のAE”、“他拠点の FE” の4種類の権限グルー
プを設定

･各サイトでローカル拠点に所属する AE、FE メンバを
それぞれ “ローカル AE”、“ローカル FE” に、他拠点
のAE、FEメンバをそれぞれ “他拠点のAE”、“他拠点
の FE” に登録する。例えば、拠点 X, Y, Z の 3つの拠
点がある場合、各サイトには表3に示す通りのユーザ
登録を行う。
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表 3　各拠点における権限グループ設定の例

権限グルー
プ・拠点 拠点 X 拠点 Y 拠点 Z

ローカル AE 拠点 X の AE
ユーザ

拠点 Y の AE
ユーザ

拠点 Z の AE
ユーザ

ローカル FE 拠点 X の FE
ユーザ

拠点 Y の FE
ユーザ

拠点 Z の FE
ユーザ

他拠点の AE 拠 点 Y, Z の
AE ユーザ

拠 点 X, Z の
AE ユーザ

拠 点 X, Y の
AE ユーザ

他拠点の FE 拠 点 Y, Z の
FE ユーザ

拠 点 X, Z の
FE ユーザ

拠 点 X, Y の
FE ユーザ

･ 技術ナレッジの公開範囲を 3種類定義。
･ローカル 1は開発中の技術など AE メンバ間で共有
する類の技術ナレッジであり、その公開範囲はロー
カル AE ユーザに限定されるもの

･ローカル 2は、知的財産、輸出管理など法規の観点
から拠点内共有に限定される技術ナレッジで、ロー
カルAEおよびローカルFEユーザのみが参照可能な
もの

･グローバルは、法規制限がなく展開可能な技術ナ
レッジであり、全ユーザが参照可能なもの

　これら公開範囲とその範囲で共有される技術ナレッジの
典型的な特性を表 4にまとめる。

表 4　公開範囲と技術ナレッジの特性

公開範囲 参照可能ユーザ 技術ナレッジの特性
ローカル 1 ローカル AE ユーザ 開発中の技術

ローカル 2 ローカル AE、 
ローカル FE ユーザ 法規制限ありの技術

グローバル 全ユーザ 法規含めて展開可能
の技術

（2）ユーザによる技術ナレッジ登録
　技術ナレッジ登録の際、ユーザはその特性に応じて、上
述三種類のうちいずれかの公開範囲を設定する。なお、適
切な公開範囲の設定においては、運用として当該拠点の特
権ユーザである拠点代表者が承認することとしている。
（3）システムによる公開範囲設定
　技術ナレッジの実体、具体的には SharePoint Online の一
つのアイテムに対し、公開範囲設定プロパティに応じたア
クセス権限が付与され、ローカル拠点のサイトに格納す
る。

3.2.3	 グローバル公開範囲の技術ナレッジにおける参照範
囲設定

　グローバル公開範囲の技術ナレッジであれば、自拠点の
ユーザは当然参照可能であるが、他拠点のユーザも参照可
能である。しかし、技術ナレッジによっては、後方支援部
隊である AE が保有していない技術を用いられているため
にサポートが不十分になるリスクがあるものや、特有業界
向け技術により市場性が低いものなど、展開可否、要否が
異なる場合がある。このような技術ナレッジの自拠点への
展開を AE が判断して設定できることが必要である。
そこでこの課題に対して、以下のメカニズムを実現した。

･グローバル公開した情報の初期状態は他拠点のAEユー
ザ権限グループを持つユーザのみ参照可能にする。

･参照できるユーザが内容を確認して、展開可能な場合、
開示設定を行う。なお、運用として開示設定するのは
当該拠点の特権ユーザである拠点代表者としている。

･システムはそのユーザが所属する拠点を確認して当該
拠点のみの FE メンバに参照可能となる処理をする。

　例えば、拠点 X, Y, Z において、拠点 X の技術ナレッジ
の公開範囲設定および参照の手順は以下の通りである。

･拠点Xで作成した技術ナレッジを拠点Xのユーザがグ
ローバル公開範囲で登録する。この状態では拠点Xの
AE、FE ユーザおよび拠点 Y, Z の AE ユーザが参照可
能である。

･拠点 Yの AEメンバが技術ナレッジの内容を確認し拠
点 Y 内で展開可能と判断し、開示操作を行う。

･システムは拠点 Y に所属する FE メンバにもアクセス
権を付与し、参照可能にする。

　上述の公開範囲設定により、拠点 X で登録した技術ナ
レッジにおいて、（1）ローカル1、（2）ローカル2,（3）グ
ローバル、（4）グローバルかつ拠点Yに対する開示設定の
4種類のアクセスは、表 5の通りとなる。

表 5　公開範囲設定における拠点ユーザの技術ナレッジ参照可否

拠点ユーザ
／公開範囲

ローカル
1

ローカル
2

グロー
バル

グローバル
（拠点Y開示）

拠点 X AE 可 可 可 可

拠点 X FE 不可 可 可 可

拠点 Y AE 不可 不可 可 可

拠点 Y FE 不可 不可 不可 可

拠点 Z AE 不可 不可 可 可

拠点 Z FE 不可 不可 不可 不可
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　そして、ユーザの属する権限グループに応じて、システ
ムは登録されている技術ナレッジに付与された公開範囲設
定（下図の例ではVisibility欄）および拠点開示設定（下図
の例ではShared with FEs欄）と照合して、ユーザが参照可
能な範囲の技術ナレッジのみ表示を行う。ユーザの属する
権限グループに応じた、実際のシステムにおける技術ナ
レッジの表示結果を図2～ 5に示す。なお、以下は拠点 Y
の FE ユーザへのみ公開設定処理を行っている例の図示で
あり、拠点 Y 以外の FE ユーザがアクセスを試みても何も
表示されない。
　上述の通り、技術ナレッジの登録の際には、その技術の
特性に応じた適切な公開範囲の設定が必要である。
　しかし、このように公開範囲設定と拠点開示設定を照合
することでユーザは参照可能な範囲における技術ナレッジ

を自由に活用できる利便性を実現した。

4.	 結果と考察

4.1	 結果
　システムの正式リリースから2年経過し、技術ナレッジ
の累積蓄積数および拠点間のアクセス数の実績（それぞれ
リリース初月度との相対比較）は図 6、図 7の通り、順調
に推移している。なお初月度の技術ナレッジの蓄積数はこ
れまでローカル拠点内で共有されていた技術ナレッジをグ
ローバルに展開した数である。

図 2　拠点 X AE ユーザの参照範囲

図 3　拠点 X FE ユーザの参照範囲

図 4　他拠点 AE ユーザの参照範囲

図 5　拠点 Y FE ユーザの参照範囲
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図 6　技術ナレッジ累積蓄積件数比

図 7　拠点間技術ナレッジアクセス比

4.2	 技術ナレッジの蓄積における考察
　技術ナレッジ累積蓄積数は、開始月の件数と比較して
2.8 倍の技術ナレッジを共有できるシステムに成長した。
その理由を以下の通り、考察する。

･技術ナレッジがエンジニアにおける通常業務の成果を
文書化するものであり、過度な負担なく作成できたこ
と。

･文書化する技術ナレッジを体系化しそれをガイドとし
て示したことにより、個々エンジニアが暗黙知化して
いた技術ナレッジの文書化が促進されたこと。

･技術ナレッジを各拠点によって管理する運用によって
各拠点の自発的な蓄積が促進されたこと。具体的に、
いくつかの拠点においては本技術ナレッジシステムの
登録件数をエンジニアの業績評価と関連付ける運用が
なされたこと。

4.3	 拠点間のアクセスにおける考察
　活発な拠点間アクセスを実現した理由を以下の通り、考
察する。

･各ユーザがアクセス可能な技術ナレッジはコンプライ
アンス対応の制約を気にすることなく自由に活用でき
る仕組みとして実現したこと。

･エンジニアが通常利用する技術ナレッジを本システム
に一元化したこと。

･技術ナレッジの順調な増加で、常時鮮度のある技術ナ
レッジにアクセスできたこと。

　これらの相乗効果により、顧客へのソリューション提供
の成果として作成される顧客導入事例においては図8の通
り、技術ナレッジ共有化の本来の目的に対して、初月比
3.0 倍増という顧客提供価値の効果を生み出した。

図 8　顧客導入事例累積件数比

5.	 むすび
　顧客の製造現場課題に対応する技術的ソリューション提
供の加速における課題は、①各拠点のエンジニアが保有す
る技術知識およびスキルの形式知化、および②その形式知
化した技術ナレッジをグローバルに共有する仕組み作りで
ある。これらの対策として技術ナレッジを登録するユーザ
にとって負担の少なく役割に応じた形式にし、グローバル
に展開するエンジニア間で共有、活用するシステムを構築
した。その結果、技術ナレッジの蓄積、共有が促進され、
顧客へのソリューション提供の加速を実現した。
　今では、本技術ナレッジシステムはファクトリーオート
メーション事業における中長期経営戦略上、重要な IT イ
ンフラの一つとして位置づけられ、技術領域の拡大や深化
の対応が求められる。また運用から数年が経過し当初設定
した体系に適合しない技術ナレッジも出てきている。これ
らを踏まえて技術ナレッジ体系や分類、さらにはシステム
構成を刷新しさらなる効率的な技術ナレッジの共有化を実
現する必要がある。さらに本システムと CRM（Customer 
Relationship Management:顧客情報管理）システムと連携さ
せ、技術ナレッジを CRM にフィードフォワードさせて顧
客提案への活用、商談成約の加速、また商談成約率、売上
などの CRM 情報をフィードバックし、技術ナレッジの効
果把握、分析、改善を行える仕組みを構築することで顧客
課題の解決加速、およびオムロンのファクトリーオート
メーション事業に貢献していく所存である。
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